
 

 

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金交付要綱 

 

６福祉障企第１９８２号  

令和７年１月２７日  

 

（目的） 

第１ この要綱は、障害者芸術活動基盤整備事業実施要綱（平成３０年４月２５日付３０福

保障計第２０６号。以下「実施要綱」という。）に基づき、社会福祉法人その他の法人格を

もつ団体が実施する障害者芸術活動基盤整備事業に対し、予算の範囲内において、その事

業に要する経費の一部を補助し、もって事業の円滑な執行を図ることを目的とする。 

 

（補助対象事業） 

第２ この補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、実施要綱第４に

基づき、社会福祉法人その他の法人格を持つ団体（以下「実施団体」という。）が行う事業

とする。 

  なお、次に掲げる団体に該当する場合は、この要綱に基づく補助金の交付対象とはしな

い。 

 (1) 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成 23年東京都条例第 54号。以下「暴排条例」と

いう。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

(2) 代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員に暴力団員等（暴力団並びに

暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をい

う。以下同じ。）に該当する者があるもの 

 

（補助対象経費） 

第３ この補助金の対象経費は、補助事業の実施に必要な経費のうち別表に定めるものとす

る。 

 

（交付額の算定方法） 

第４ この補助金の交付額は、別表に定める補助基準額と、対象経費の実支出額と総事業費

から寄附金その他の収入を控除した額とを比較していずれか少ない額とする。 

 

（補助金の交付申請） 

第５ この補助金の交付の申請は、補助金交付申請書（別記第１号様式）及び誓約書（別記

第２号様式）に関係書類を添えて、東京都知事（以下「知事」という。）に提出して行うも

のとする。 

 

（補助金の交付決定及び交付） 

第６ 知事は、第５の規定により提出された申請書の内容を審査し、補助金を交付すると決

定したときは、補助金交付決定書（別記第３号様式）により、通知する。 

２ 知事は、必要と認めた場合には、実施団体が第２（１）又は（２）に規定する団体であ

るか否かの確認のため、警視庁へ照会する。 

３ 知事は、前項の場合において、適正な交付を行うため必要があると認めるときは、補助

金の交付の申請に係る事項につき修正を加え、又は条件を付して交付の決定をすることが

できる。 



４ この補助金は、交付決定後、実施団体からの請求に基づき、概算払により支払う。 

 

（申請の撤回） 

第７ 実施団体は、第６の規定による通知を受けた場合において、当該通知に係る補助金の

交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、当該通知を受けた日の翌

日から 14日以内に申請を撤回することができる。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第８ この補助金の交付の決定後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、知事はこ 

の決定の全部若しくは一部を取り消し、又はこの決定の内容若しくはこれに付した条件を

変更することができる。ただし、補助事業のうち既に経過した期間に係る部分については

この限りでない。 

２ 前項により知事が、補助金の交付の決定を取り消す場合は、天災地変その他補助金の交

付の決定後生じた事情の変更により補助事業の全部又は一部を継続する必要がなくなった

場合に限るものとする。 

 

（補助金の請求） 

第９ 実施団体は、補助金の支払を受けようとするときは、請求書（別記第４号様式）を知

事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の請求書の提出を受けたときは、その内容を審査し、補助金の支払を適当

と認めたときは、これを支払うものとする。 

 

（承認事項） 

第 10 実施団体は、次のいずれかに該当するときは、あらかじめ知事の承認を受けなければ

ならない。ただし、（１）に掲げる事項のうち軽微なものについては、報告をもって代える

ことができる。 

 (1) 補助事業の内容を変更しようとするとき。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

（変更承認申請） 

第 11 実施団体は、第 10 の規定による承認を受けようとするときは、変更承認申請書（別

記第５号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（変更承認） 

第 12 知事は、第 11の申請があったときは、申請の内容を審査し、変更を承認することを 

 決定したときは、変更承認書（別記第６号様式）を交付し、承認しないことと決定したと

きは、通知書（別記第７号様式）によりその旨通知する。 

 

（状況報告） 

第 13 知事は、必要があると認めるときは、実施団体に対し補助事業の実施状況に関する報

告書の提出を求めることができる。 

２ 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、

実施団体は、その理由、遂行の見通し等を書面により速やかに知事に報告してその指示を

受けなければならない。 

 



（補助事業の遂行命令等） 

第 14 知事は、第 13 の規定による報告又は地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 221条

第２項の規定に基づく調査等により、補助事業が補助金の交付の決定内容又はこれに付し

た条件に従って遂行されていないと認めるときは、実施団体に対し、これらに従って補助

事業を遂行すべきことを命ずるものとする。 

２ 実施団体が前項の命令に違反したときは、知事は、補助事業の一時停止を命ずることが

できる。 

 

（補助事業の完了時期） 

第 15 補助事業は、令和８年３月 31日までに完了しなければならない。 

 

（実績報告等） 

第 16 実施団体は、補助事業終了後速やかに実績報告書（別記第８号様式）を知事に提出し

なければならない。 

２ 知事は、補助事業の実施状況について、必要があると認めたときは、別に定めるところ

により報告を求めることができる。 

 

（補助金の額の確定） 

第 17 知事は、第 16 の規定による実績報告の審査、必要に応じて行う現地調査等により、

補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件に適合すると認めたとき

は、交付すべき補助金の額を確定し、額の確定書（別記第９号様式）により、実施団体に

対し通知する。 

 

（精算書の提出） 

第 18 実施団体は、第 17 の規定による額の確定書を受けたときは、速やかに交付金額の計

算の基礎を明らかにした精算書（別記第 10号様式）を知事に提出しなければならない。 

 

（是正のための措置） 

第 19 知事は、第 18 の規定による審査、必要に応じて行う現地調査等の結果、補助事業の

成果が、補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に適合していないと認めるときは、

実施団体に対し、当該補助事業につき、是正のための措置を採るべきことを命ずるものと

する。 

 

（決定の取消し） 

第 20 知事は、補助金の交付決定を受けた実施団体が次のいずれかに該当した場合は、補助

金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1)  偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2)  補助金を他の用途に使用したとき。 

(3)  実施団体の代表者、役員又は使用人その他の従業者若しくは構成員が暴力団員等に該

当するに至ったとき。 

(4)  その他補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は東京都補助金等

交付規則（昭和 37年東京都規則第 141号。以下「補助金交付規則」という。）に基づく命

令に違反したとき。 

２ 前項の規定は、第 17の額の確定があった後においても適用できるものとする。 

 



（補助金の返還） 

第 21 知事は、第 20 の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当該取消

しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ず

るものとする。 

２ 第 17 により交付すべき補助金の額が確定した場合において、既にその額を超える補助

金が交付されているときもまた同様とする。 

 

（違約加算金） 

第 22 実施団体は、第 20 の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消され、そ

の返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日（補助金が２回以上に分け

て交付されている場合においては、返還を命ぜられた額に相当する補助金は、最後の受領

の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額がその日に受領した額を超えるときは、

当該返還を命ぜられた額に達するまで順次遡りそれぞれの受領の日において受領したもの

とする。）から納付の日までの日数に応じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合にお

けるその後の期間については、既納額を控除した額）につき年 10.95パーセントの割合で

計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

（延滞金） 

第 23 実施団体は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納期日までに納付しな

かったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、年

10.95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付しなければ

ならない。 

 

（違約加算金及び延滞金の計算） 

第 24 第 22 の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、実施団体の納付した金

額が返還を命じた補助金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた補

助金の額に充てるものとする。 

２ 第 23 の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた補助金の未納付

額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎

となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

（他の補助金等の一時停止等） 

第 25 実施団体が、補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算金又

は延滞金の全部若しくは一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事業につい

て交付すべき補助金等があるときは、知事は、相当の限度においてその交付を一時停止し、

又は当該補助金等と未納付額とを相殺するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第 26 実施団体は、補助事業により取得し、又は効用を増加した価格が単価 30 万円以上の

機械、器具及びその他の財産については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法

律施行令第 14 条第１項第２号の規定により厚生労働大臣が別に定める期間を経過するま

で、知事の承認を受けないで、この補助金の交付目的に反して使用し、譲渡し、交換し、

貸し付け、担保に供し、又は廃棄してはならない。 

２ 前項の承認を受けて、財産を処分することにより収入があった場合は、知事はその収入

の全部又は一部を都に納付させることができる。 



３ 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善

良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図らなければならない。 

 

（消費税仕入控除税額の報告） 

第 27 補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消費税及び地方

消費税にかかる仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には、

別記第 11 号様式により速やかに、遅くとも補助事業完了日の属する年度の翌々年度５月

31日までに、知事に報告しなければならない。なお、補助金に係る仕入控除税額があるこ

とが確定した場合には、当該仕入控除税額を都に返還しなければならない。 

 

（帳簿等の整理保管） 

第 28 実施団体は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を間接補助金の額の確定の日（事

業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後

５年間保管しておかなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した

不動産及びその従物並びに事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価 30 万円以

上の財産がある場合は、前記の期間を経過後、当該財産の財産処分が完了する日、又は補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律施行令第 14 条第１項第２号の規定により

厚生労働大臣が別に定める期間を経過する日のいずれか遅い日まで保管しておかなければ

ならない。 

 

（その他） 

第 29 この補助金の交付に関しては、この要綱に定めるもののほか、補助金交付規則の定め 

るところによる。 

 

   附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



別 表 
 
 

 
補助基準額 対 象 経 費 

 

ア 対象分野全般の支援を行う場合 

１団体当たり 9,000千円 

 

イ 対象分野のいずれかに対する支援

を重点的に行う場合 

   １団体当たり 最大4,500千円 

   （２団体まで） 

障害者芸術活動基盤整備事業を実施す

るために必要な経費のうち、事務費及び

事業費 

 

 

 

 



別記第１号様式（第５関係） 

 

                                                           番     号 

                                年  月  日 

東京都知事 殿 

                                     住所 

                                     法人名 

                                     代表者職・氏名             印 

                                            

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金交付申請書 

 

 

 標記補助金について、補助金交付要綱第５の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添え

て申請します。 

 

記 

 

１ 補助申請額        金            円 

２ 添付書類  

（１）令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金所要額調書 （別紙１）  

（２）令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金所要額内訳書（別紙２） 

（３）令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業実施計画書     （別紙３） 

（４）令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業収支予算書     （別紙４） 

（５）役員名簿、定款、印鑑証明書 

 

 

 

 

 

 

            



別記第３号様式（第６関係） 

 

                                                               番     号 

 

                                     住所 

                                     法人名 

 

   年  月  日付  第   号で申請のあった令和７年度障害者芸術活動基盤整

備事業補助金については、下記のとおり交付する。 

 

          年  月  日 

 

                                                   東京都知事    

 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額 

     金          円 

 

２ 補助事業の内容等 

 

 

３ 補助条件 

 

 

 

４ 申請の撤回 

  申請者は、この交付の決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、この 

交付の決定の通知を受けた日の翌日から 14日以内に申請を撤回することができる。 



別記第４号様式（第９関係） 

 

                                 番     号 

                                                                 年  月  日 

 

東京都知事 殿 

 

                                住所 

                                       法人名 

                                       代表者職・氏名                            

                    電話番号 

 

請求書 

 

    年  月  日付   第   号で交付決定を受けた令和７年度障害者芸術活

動基盤整備事業補助金を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

 請求額                              交付決定額 

    金          円         （             円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務担当者所属              

職・氏名                 

電話番号                 



別記第５号様式（第 11関係） 

 

                                 番     号 

                                                                 年  月  日 

 

東京都知事  殿 

 

                                  住所 

                                           法人名 

                                           代表者職・氏名                      印 

                      

変更承認申請書 

 

    年  月  日付   第   号で交付決定を受けた令和７年度障害者芸術活

動基盤整備事業補助金について、下記のとおり変更したいので申請します。 

 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           



別記第６号様式（第 12関係） 

 

                                 番     号 

                                                             年  月  日 

 

                宛 

 

                                  東京都知事         

 

変更承認書 

 

   年  月  日付   第   号で変更承認申請のあった令和７年度障害者芸術

活動基盤整備事業補助金については、下記のとおり変更を承認します。 

 

記 

  



別記第７号様式（第 12関係） 

 

                                                           番     号 

                                                            年  月  日 

 

                      宛 

                                             東京都知事              

 

通知書 

 

   年  月  日付   第   号で変更承認申請のあった令和７年度障害者芸術

活動基盤整備事業補助金については、下記の理由により承認しないことと決定したので通

知します。 

 

記 

 

 



別記第８号様式（第 16関係） 

 

                                                            番     号 

                                                            年  月  日 

 

 東京都知事  殿 

                                              

                                     住所 

                                     法人名 

                                     代表者職・氏名                            印 

 

実績報告書 

 

    年  月  日付   第   号で交付決定のあった令和７年度障害者芸術活

動基盤整備事業補助金に係る事業実績について、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金精算額調書  （別紙１） 

 

２ 令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金精算額内訳書 （別紙２） 

 

３ 令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業実績報告書     （別紙３） 

 

４ 令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業収支決算書     （別紙４） 

 

 

 

 

 

            



別記第９号様式（第 17関係） 

 

                                                           番     号 

                                              

                                     住所 

                                     法人名 

                                      

 

 

    年  月  日付   第   号で交付決定した令和７年度障害者芸術活動基

盤整備事業補助金については、     年  月  日付     第   号で提出

された実績報告書を審査した結果、事業の成果が、当該補助金の交付決定の内容及び条件に

適合すると認められるので、その額を下記のとおり確定する。 

 

              年  月  日 

 

                                                    東京都知事     

 

記 

   補助金交付確定額 

      金          円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記第１０号様式（第 18関係） 

 

                                                            番     号 

                                                            年  月  日 

 

東京都知事 殿 

                                              

                                     住所 

                                     法人名 

                                     代表者職・氏名 

                       電話番号 

 

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金精算書 

 

    年  月  日付   第   号で交付決定を受けた令和７年度障害者芸術活

動基盤整備事業補助金について、下記のとおり精算します。 

 

記 

 

１ 概算受領額 

    金              円 

２ 精算額 

    金                            円 

３ 差引額 

    金                            円 

４ 差引額の納付 

別添納入通知書兼領収書（写し）のとおり 

    

 

 

 

事務担当者所属              

職・氏名                 

電話番号                 



別記第１１号様式（第 27関係） 

 

                                                            番     号 

                                                            年  月  日 

 

東京都知事 殿 

                                             

                                     住所 

                                     法人名 

                                     代表者職・氏名             印 

                   

令和７年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

 

   年  月  日付   第   号により交付決定があった令和７年度障害者芸

術活動基盤整備事業補助金に係る標記については、令和７年度障害者芸術活動基盤整備事

業補助金交付要綱第 27の規定に基づき、下記により報告する。 

 

１ 補助金交付確定額 

金          円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額（要返還相当額） 

金          円 

 

３ 添付書類 

記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、

特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。 

 

 

             

 

 



 

 

別記第２号様式（第５関係）  

 

 

  

誓 約 書 

 

東 京 都 知 事  殿 

 

 

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金交付要綱第５の規定に基づく

補助金の交付の申請を行うに当たり、当該申請により補助金の交付を受けよう

とする者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員又は使用人その他の従

業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力団排除条例第２条第２号に規定す

る暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４号に規定する暴力団関

係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっても該当

しないことをここに誓約いたします。 

また、この誓約に違反又は相違があり、同要綱第20の規定により補助金の交

付の決定の取消しを受けた場合において、同要綱第21の規定に基づき返還を命

じられたときは、これに異議なく応じることを誓約いたします。 

あわせて、知事が必要と認めた場合には、暴力団員等であるか否かの確認

のため、警視庁へ照会がなされることに同意いたします。 

 

 

年  月  日 

 

 

住 所 

                                   

 

 

氏 名                      

                                     

 

 

＊ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏

名を記入すること。 

＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。 

 ・ 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

 ・ 暴力団員を雇用している者 

 ・ 暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

 ・ 暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

 ・ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら

れる者 



別紙１

（単位：円）

総事業費 寄付金その他の収入 差引額
対象経費
支出予定額

基準額
都補助

所要（申請）額

A B (A-B)　　C D E F

（記入上の注意）

（１）Ａ欄には、事業の実施に要する全ての経費を記入すること。

（２）Ｄ欄には、別紙２の対象経費支出予定額の合計額を記入すること。

（３）F欄には、Ｃ欄、Ｄ欄及びＥ欄を比較して少ない方の額を記入すること。

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金所要額調書



別紙２　令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金所要額内訳書
単位：円

内訳 単価 金額 備考

給与・手当

0

報酬

0

賃金

0

共済費

0

諸謝金

0

旅費

0

需用費 消耗品費

0

燃料費

0

印刷製本費

0

役務費 通信運搬費

0

手数料

0

保険料

0

会議費

0

使用料及び賃借料

0

委託費

0

備品購入費

0

補助金等

0

  支出予定額合計（A） 　 　 　 0

事業収入

寄付金

その他

  収入予定額合計（B） 0

0

※ 色つきのセルには計算式が設定されていますの入力しないでください。
※ 欄が不足する場合は行を挿入してください。複数ページにわたっても結構です。
※ 備品購入費については別途理由書を添付すること。

手数料合計

差引額　（A-B）＝（C)

会議費合計

使用料及び賃借料合計

委託費合計

備品購入費合計

補助金等合計

 
収
入

（
Ｂ

）

燃料費合計

保険料合計

対
　
象
　
経
　
費
　
支
　
出
　
予
　
定
　
額
　

（
Ａ

）

費目 数量 /単位 数量 /単位 数量 /単位

給与・手当合計

報酬合計

賃金合計

共済費合計

諸謝金合計

旅費合計

消耗品費合計

印刷製本費合計

通信運搬費合計



別紙３

代表者

所在地

事業担当者

連絡先 メールアドレス

令和７年度　障害者芸術活動基盤整備事業　実施計画書

　※美術、音楽、演劇、舞踊など、多様な芸術文化活動に対する取組を踏まえて記載すること。
　※他団体の協力を得て実施する場合は、団体の概要、役割分担を詳細に記載すること。

支援分野

　１．美術　　２．音楽　　３．演劇　　４．舞踊　　５．その他（　　　　　　　　　　）

　※対応可能な分野に○を記入すること（複数選択可）
　※５を選択した場合には、具体的な支援分野を記入すること

団体名称



<事業概要・成果目標＞

現状と課題

※支援分野の現状と課題に
ついて記入すること

事業の概要、事業実施によ
り得られる成果

※できる限り具体的に記入
すること



③関係者のネットワーク
づくり

※ネットワーク構築方法、
ネットワークを活用した具
体的な取組についても記入
すること

＜事業計画＞
　※体制図、事業イメージ図等がある場合は添付すること

④発表の機会の確保

※発表機会の概要、どんな
資源や人材を活用し、どの
ように発表の機会を確保す
るのか、この機会により期
待する成果は何かといった
点を含めて記入すること
（図、表や画像の添付も可）

②人材育成のための研
修計画

※研修内容、回数、研修方
法、講師（予定）等について
も記入すること
※どのような人材が育成さ
れ、これらの人材がどのよ
うな効果や成果をもたらす
ことを期待しているか記入
すること

事業内容及び手法
①支援センターの体制
図

※相談窓口の体制（人数
や勤務体制等）および、外
部のアドバイザーや連携機
関なども含め、美術、音
楽、演劇、舞踊など各支援
分野の取り組みについて、
どのようなネットワークを活
用し、どのような体制で取り
組むのか、体制図を記入す
ること



⑧障害者による文化芸
術活動の推進に関する
法律等について

※地域住民への芸術文化
活動への関心やより一層
の参加を促し、地域におけ
る芸術文化活動の推進に
関する計画づくりに向けた
芸術文化活動の機運醸成
を図るための取組について
記入すること

⑦障害者芸術・文化祭
等との連携

※全国障害者芸術・文化祭
やサテライト開催との連携
について記入すること

⑩その他

⑤情報収集・発信

※調査方法、情報発信の
方法、情報発信により期待
される効果を記入すること

⑥広域センター、連携事
務局との連携・協力

※広域センター、連携事務
局と連携・協力して実施す
る事業の内容について記
入すること

⑨本事業に関わる第三
者評価について

※取り組む事業についての
第三者評価（利用者の満足
度や事業の効果など、事業
実施当事者以外のものに
よる評価）をどのように実施
するか記入すること



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
研修 研修 研修 研修

企画会
議

企画会
議

準備 ワーク
ショッ
プ

企画展 ワーク
ショッ
プ

発表

会議 質問票
作成

アン
ケート
調査

ヒアリ
ング調
査

報告書
完成

ネット
ワーク
会議

ネット
ワーク
会議

ネット
ワーク
会議

ネット
ワーク
会議

職員の体制

 人材育成

 発表等の機会の確保

 調査

 その他

事業項目

年間スケジュール（研修や展示会等の予定を記載）※下記の記入例参照

※事業全体の職員体制に
ついて記入すること

※組織図があれば添付す
ること



＜事業実績＞　※パンフレット等、別紙資料がある場合は添付すること。

直近過去３年間の実績等
（活動内容）

③　その他の障害者芸術文
化活動支援の取組と成果

①　本事業に類するこれま
での取組と成果

※相談支援内容
※人材育成内容
※地域のネットワーク構築例
（関連団体等と連携した取組事
例や情報共有体制、美術関係
者、学術関係者等との協力事
例など）
※その他の取組と成果

②　情報収集・発信事業に
関連するこれまでの取組と
成果



別紙４

区
分

経 費 項 目 金 額 備 考

合計

合計

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業収支予算書

収
入

支
出



別紙１

（単位：円）

総事業費
寄付金その他

の収入
差引額

対象経費
実支出額

基準額
都補助
基本額

都補助
所要額

都補助
交付決定額

都補助
受入額

差引超過額

A B (A-B=)C D E Ｆ (Ｆ=)Ｇ Ｈ (H=)Ｉ （Ｉ－Ｇ=）Ｊ

（記入上の注意）

（１）Ａ欄には、事業の実施に要する全ての経費を記入すること。

（２）Ｄ欄には、別紙２の対象経費実支出額の合計額を記入すること。

（３）F欄には、Ｃ欄、Ｄ欄及びＥ欄を比較して少ない方の額を記入すること。

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金精算額調書



別紙２　令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業補助金精算額内訳書
単位：円

内訳 単価 金額 備考

給与・手当

0

報酬

0

賃金

0

共済費

0

諸謝金

0

旅費

0

需用費 消耗品費

0

燃料費

0

印刷製本費

0

役務費 通信運搬費

0

手数料

0

保険料

0

会議費

0

使用料及び賃借料

0

委託費

0

備品購入費

0

補助金等

0

  支出済額合計（A） 　 　 　 0

事業収入

寄付金

その他

  収入済額合計（B） 0

0

※ 色つきのセルには計算式が設定されていますの入力しないでください。
※ 欄が不足する場合は行を挿入してください。複数ページにわたっても結構です。
※ 備品購入費については別途理由書を添付すること。

燃料費合計

差引額　（A-B）＝（C)

会議費合計

使用料及び賃借料合計

委託費合計

備品購入費合計

補助金等合計

 
収
入

（
Ｂ

）

保険料合計

対
　
象
　
経
　
費
　
支
　
出
　
済
　
額
　

（
Ａ

）

費目 数量 /単位 数量 /単位 数量 /単位

給与・手当合計

報酬合計

賃金合計

共済費合計

諸謝金合計

旅費合計

消耗品費合計

印刷製本費合計

通信運搬費合計

手数料合計



別紙３

代表者

所在地

事業担当者

連絡先 メールアドレス

令和７年度　障害者芸術活動基盤整備事業　実績報告書

　※美術、音楽、演劇、舞踊など、多様な芸術文化活動に対する取組を踏まえて記載すること。
　※他団体の協力を得て実施した場合は、団体の概要、役割分担を詳細に記載すること。

支援分野

　１．美術　　２．音楽　　３．演劇　　４．舞踊　　５．その他（　　　　　　　　　　）

　※対応可能な分野に○を記入すること（複数選択可）
　※５を選択した場合には、具体的な支援分野を記入すること

団体名称



本事業により得られた成果
および今後の成果の活用方
法

※当初の達成目標（期待す
る効果、めざす成果）に対し
てどのような成果があった
か、また残った課題があれ
ば記入すること
※今後の成果の活用方法に
ついてできる限り具体的に
記入すること

<事業概要・成果報告＞

事業の達成目標

※事業当初に掲げた達成目
標（期待する効果、めざす成
果）について記入すること



③関係者のネットワーク
づくり

※ネットワーク構築方法、
ネットワークを活用した具
体的な取組実績について、
できる限り具体的に記入す
ること

【相談件数】美術　　件、音楽　　件、演劇　　件、舞踊　　件、その他　　件
※相談件数内訳も記載すること。その際、別添「（参考）相談実績」シートを参考にしても良い。

＜事業実績＞
　※体制図、事業イメージ図等がある場合は添付すること

④発表の機会の確保

※分野ごとに機会確保を
行った場合は、それぞれに
ついて記入すること
※発表機会の概要、ブロッ
ク内のどんな資源や人材を
活用し、どのように発表の
機会を確保したのか、この
機会によりどのような成果
があったのかといった点を
含めて記入すること（図、
表や画像の添付も可）

②人材育成のための研
修計画

※研修内容、回数、研修方
法、講師、参加者数（関係
者を除く）等の実績につい
て記入すること
※どのような人材が育成さ
れ、これらの人材がどのよ
うな効果や成果をもたらし
たか記入すること

①支援センターの体制
図

※相談件数や相談窓口の
体制（人数や勤務体制等）
および、外部のアドバイ
ザーや連携機関なども含
め、美術、音楽、演劇、舞
踊など各支援分野の取り
組みについて、どのような
ネットワークを活用し、どの
ような体制で実施したの
か、本事業を通じて新たな
ネットワークが生まれたの
か記入すること

事業内容及び手法



⑧障害者による文化芸
術活動の推進に関する
法律等について

※地域住民への芸術文化
活動への関心やより一層
の参加を促し、地域におけ
る芸術文化活動の推進に
関する計画づくりに向けた
芸術文化活動の機運醸成
を図るために行ったことに
ついて記入すること

⑥広域センター、連携事
務局との連携・協力

※広域センター、連携事務
局と連携・協力して実施し
た事業の内容について記
入すること

⑤情報収集・発信

※情報発信をどのように行
い、その効果や成果がど
のようにあったか、記入す
ること

⑦障害者芸術・文化祭
等との連携

※全国障害者芸術・文化
祭やサテライト開催と連携
した実績について記入する
こと



4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月
研修 研修 研修 研修

企画会
議

企画会
議

準備 ワーク
ショッ
プ

企画展 ワーク
ショッ
プ

発表

会議 質問票
作成

アン
ケート
調査

ヒアリ
ング調
査

報告書完成

ネット
ワーク
会議

ネット
ワーク
会議

ネット
ワーク
会議

ネット
ワーク
会議

年間スケジュール（研修や展示会等の実績を記載）※下記の記入例参照

⑨本事業に関わる第三
者評価について

※取り組んだ事業について
の第三者評価（利用者の
満足度や事業の効果な
ど、事業実施当事者以外
のものによる評価）をどの
ように行い、どんな評価が
得られたのか記入すること

 人材育成

 その他

⑩その他

 発表の機会の確保

 調査

事業項目



（参考）相談実績

作者・家族 福祉事業所 支援学校 自治体 展示施設 企業・市民 大学・研究機関 報道 その他 合計

創作環境に関する相談

発表の機会に関する相談

権利保護に関する相談

取材に関する相談

その他

合計

※「令和元年度　障害者芸術文化活動普及支援事業　第2回全国連絡会議」の資料を参考に作成



別紙４

区
分

経 費 項 目 金 額 備 考

合計

合計

令和７年度障害者芸術活動基盤整備事業収支決算書

収
入

支
出


